
南関町新型インフルエンザ等対策行動計画

の改定概要について

令和8年（2026年）4月
健康推進課



１ 計画の趣旨・経緯

◆ 新型インフルエンザ等の新たな感染症危機への対策に関する基本的な方針や取り組み、関係機関
の役割等を示す計画

◆ 現行の南関町新型インフルエンザ等対策行動計画（以下、「町行動計画」という。）は平成28年
に策定されたもの

◆ 今般、新型コロナウイルス感染症対応の課題や関係法令の改正等を踏まえ、政府行動計画に基づ
き熊本県新型インフルエンザ等対策行動計画（以下、「県行動計画」という。）が改定されたた
め、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下、「特措法」という。）第8条に基づき町行動計
画を改定する

◆ 特措法第8条に規定される市町村行動計画として策定するもの

◆ 今般の改定後、県は概ね６年ごとに改定の予定。町も県の改定に従い改定の予定

新型インフルエンザ等が発生した場合は、その対応経験をもとに、随時見直すこととなる

第１章 計画の概要
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２ 計画の位置付け・期間



① 町民の生命及び健康の保護

• 県や近隣市町、医療機関等とともに平時から医療提供体制の整備を推進することにより、治
療を要する患者に適切に医療を提供し、重症者や死亡者を最小化する

• 感染拡大防止措置により流行のピークを遅らせ、小さくすることで、ワクチンの接種体制整
備等の期間を確保しつつ、医療提供体制への負荷を軽減させる

② 町民生活及び町民経済に及ぼす影響の最小化

• 感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の柔軟な切替えにより、町民生活及
び町民経済への影響を軽減させる

• 医療機関や事業者等における感染症対策、業務継続計画の策定・実行等を通じて、医療提
供・業務の維持に努める

第２章 基本的な方針

◆ 特定の感染症や過去の事例のみを前提とするのではなく、新たな呼吸器感染症等が流行する
可能性も想定し、対策の選択肢を示す

◆ 発生した感染症の特徴や流行状況等を踏まえ、人権への配慮、対策の有効性、町民生活・経
済に及ぼす影響等を総合的に勘案し、実施すべき対策を決定・実行
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２ 対策の基本的な考え方

１ 対策の目的



＜発生段階に応じた時期区分のイメージ＞

※本図はあくまでもイメージであり、実際の感染症危機においては
様々なパターンが想定されることに留意

準備期
(平時)

新型インフルエンザ等の発生前(平時)に、予防や事前準備などの備えに取り
組む期間

初動期
新型インフルエンザ等の可能性がある感染症を探知して以降、国が発生を公
表し、必要な人員体制や対策に要する財源の確保について所要の準備を行
う期間

対応期
国の基本的対処方針等に基づく対策を講じ、特措法によらない基本的な感
染症対策に移行するまでの期間 ＊緊急事態宣言→町対策本部設置

◆ 対策を切り替えるべきタイミングを明確化す
るため、３つの時期区分を想定

◆ 発生した感染症の特徴や流行状況等に応じて、
柔軟に対策を切替え

第２章 基本的な方針
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３ 時期区分の想定

＊町行動計画に基づき、
「南関町新型インフルエンザ等対策本部」を設置

A

：



◆ 平時の備えを充実させ、訓練等により迅速な初動体制を確立する

◆ 対策を実施する際は、基本的人権を尊重し、対策による制限は必要最小限とする

◆ 感染症危機下の災害対応についても想定し、平時から防災備蓄や医療提供体制の整備等を推進する

◆ 対策の実施に係る記録を作成・保存・公表 等

第２章 基本的な方針
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４ 対策実施上の留意点

５ 計画の実効性確保

◆ EBPM（エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング）の考え方に基づく政策の推進

◆ 新型インフルエンザ等への備えの機運の維持

◆ 多様な主体の参画による実践的な訓練の実施

◆ 関係機関からの意見を踏まえた町行動計画に基づく取組みの定期的なフォローアップ 等



◆ 新型コロナウイルス感染症対応の課題等を踏まえ、対策項目を従来の６項目から13項目に拡充
された。町は、以下13項目のうちの７項目（太字）について行動計画に明記

◆ 実践的な研修・訓練の実施、関係機関との役割分担の整理・連携体制の構築、医療提供体制の
整備など、準備期（平時）の取組みを具体化

「町民の生命及び健康の保護」「町民生活及び社会経済活動に及ぼす影響の最小化」

の実現に向け、各項目の取組みを一連の対策として実施
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第３章 各対策項目の取組み

① 実施体制 ⑧ 医 療

② 情報収集・分析 ⑨ 治療薬・治療法

③ サーベイランス ⑩ 検 査

④ 情報提供・共有、リスコミ ⑪ 保 健

⑤ 水際対策 ⑫ 物 資

⑥ まん延防止 ⑬ 町民生活・経済の安定確保

⑦ ワクチン

＜13の対策項目のうち、町実施は太字の７項目＞ ※下線箇所は新規項目



● 流行初期(公表から約3か月)

準 備 期 初 動 期 対 応 期

1 実施体制

• 有事に備えた実践的な研修・訓練の実施

• 町行動計画等の作成や体制整備・強化

• 国及び地方公共団体等との連携強化

• 政府対策本部及び県対策本部が設置された場
合、必要に応じて町対策本部を設置することを検
討

• 必要な人員体制の強化が可能となるよう全庁的
な対応を進める

• 国からの財政支援を有効に活用することを検討し、
対策に要する財源について所要の準備を行う

• 職員の派遣・応援への対応

• 国からの財政支援を有効に活用するとともに、必要に応じて地
方債を発行して財源を確保し、必要な対策を行う

• 緊急事態宣言がなされた場合は、直ちに町対策本部を設置

• 緊急事態解除宣言がなされ場合は、遅滞なく町対策本部を
廃止

2 情報提供･
共有、
ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

• 基本的な感染対策や感染者等に対する差別・
偏見の防止に関する啓発

• 発生時を想定した情報提供、共有体制の整
備

• 関係団体と連携してコールセンター等を設置す
る準備をする

• 発生時とるべき行動や対策等について、町民等の
理解を深めるためのわかりやすい情報発信

• 関係団体と連携してコールセンター等を設置し、
相談体制を整備

• 各種媒体を活用した情報提供・共有、科学的知
見に基づく正しい情報を繰り返し丁寧に発信

• 関係団体と連携してコールセンター等を継続する

• 国、県が作成したQ&A等による情報提供・共有を行うとともに、
関心の高い情報の整理・周知

• 偏見・差別等や偽・誤情報への対応

3 まん延防止

• 基本的な感染対策の周知

• 感染が疑われる場合は、相談センターに指示を
仰ぐこと、感染拡大防止のための不要不急の外
出を控えること、マスク着用等の咳エチケット行う
等の対応について平時から理解促進に努める

• 国の要請を受けて、業務継続計画に基づく対応
の準備を行う

—

4 ワクチン

• 関係機関と連携し、予防接種に必要な人員、
会場、資材等を含めた接種体制の構築に必要
な訓練の実施

• 特定接種、住民接種の実施体制の構築に必
要な準備

• 接種会場や医療療関係者等の確保等、接種
体制の構築

• 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる町職員を対象とした
特定接種の実施

• 住民接種の実施、接種会場以外（高齢者施設等）での接
種体制構築

• 接種記録の適切な管理

• 予防接種に係る情報の住民への周知・共有

対策項目

●平時（予防や事前準備等） ●新型インフルエンザ等の発生の疑い

●政府対策本部設置、基本的対処方針の策定・実行

時期区分の
切替えポイント ●流行初期以降

●厚生労働大臣による発生の公表

第３章 各対策項目の取組み
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新規

新規



準 備 期 初 動 期 対 応 期

5 保 健 — —

• 県が実施する健康観察に関して協力要請があった場合は、当
該要請に応じる

• 県から該当患者等やその濃厚接触者に関する情報等の共有
を受けて、県が実施する食事の提供、パルスオキシメーター等
の物品の支給について協力要請があった場合は、当該要請に
応じる

6 物 資
• 感染症対策物資等の備蓄

• 消防機関に対し、救急隊員等の搬送従事者
のための個人防護具の備蓄するよう周知する

— —

7 町民生活・
経済の安定
確保

• 情報共有体制の整備

• 支援の実施に必要な仕組みの整備

• 町民に対する衛生用品・食料品・生活必需品
等の備蓄を行うことの勧奨

• 県と連携し、生活支援を要する者への支援等
の準備

• 火葬・安置体制の整備 • 感染拡大やまん延防止に関する措置により生じる心身への影
響を考慮した施策（メンタルヘルス対策、フレイル予防等）

• 生活支援を要する者への支援

• 教育及び学びの機会の継続に関する支援

• 生活関連物資等の価格の安定等に関する周知、呼びかけ

• 遺体の埋葬・火葬・安置等の特例に対する対応

• 事業者に対する支援

• 水の安定的かつ適切な供給

対策項目

第３章 各対策項目の取組み

● 流行初期(公表から約3か月)

●平時（予防や事前準備等） ●新型インフルエンザ等の発生の疑い

●政府対策本部設置、基本的対処方針の策定・実行

時期区分の
切替えポイント ●流行初期以降

●厚生労働大臣による発生の公表
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新規

新規
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